
■当資料は、情報提供を目的として、三井住友アセットマネジメントが作成したものです。特定の投資信託、生命保険、株式、債券等の売買を推奨･勧誘す
るものではありません。■当資料に基づいて取られた投資行動の結果については、当社は責任を負いません。■当資料の内容は作成基準日現在のもので
あり、将来予告なく変更されることがあります。■当資料に市場環境等についてのデータ・分析等が含まれる場合、それらは過去の実績及び将来の予想で
あり、今後の市場環境等を保証するものではありません。■当資料は当社が信頼性が高いと判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完
全性を保証するものではありません。■当資料にインデックス･統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行者お
よび許諾者に帰属します。■当資料に掲載されている写真がある場合、写真はイメージであり、本文とは関係ない場合があります。 

2015年3月6日 
（No.1,529）〈マーケットレポートNo.4,064〉 

2015年03月02日 中国、政策金利引き下げ、一段の金融緩和へ 
2015年02月17日 明日から「春節」、7連休（中国） 
 

■李克強首相は、2015年の主要な政策課題とし
て、行政の簡素化、金融改革、企業改革などを
挙げました。サービス業を発展させ、製品の質
を高めて、製造大国から“製造強国”へと産業構
造を改革し、消費が主導する経済構造への転
換を想定していると見られます。 

■成長率以外では、「消費者物価上昇率を3％前
後に抑制」、「都市部で1千万人の新規就業」、
「都市部の失業率を4.5％以内」、と物価の安定
や雇用を引き続き重視する数値目標の設定が
表明されました。 

“新常態”目指して「全人代」スタート（中国） 
3月5日、中国では「全国人民代表大会（全人代）」がスタートしました。「全人代」は、日本の国会に
相当する中国の最高権力機関および立法機関であり、前年の政府活動の報告、予算案の審議、
政府目標の決定などが行われます。「全人代」は年に1回、毎年3月に開かれます。今年は11日間
の日程で、安定成長と構造改革の両立 “新常態” を目指す方針が正式決定されると見られます。 

構造改革を進めながらの「＋7％前後」の成長率
は、比較的高めの数値であり、金融と財政の両面
からの景気刺激が必要と見られています。財政政
策では、前年予算対比で2,700億元の財政赤字増
加による財政支出の拡大が見込まれ、方針は引
き続き「積極的」です。金融政策では、機動的な追
加利下げや預金準備率の引き下げが見込まれ、
「穏健」との方針が継続されます。 

■財政の方針は「積極的」、追加金融緩和も視野 ■「五カ年計画」の仕上げも視野 

成長率目標を「＋7％前後」に引き下げへ 
安定成長と改革を両立する “新常態”を目指す 

消費主導経済への転換へ 

引き続き物価安定と雇用を重視 

“新常態”の実現に向けた、財政、金融、産業政策に期待 

金融・財政政策以外では、鉄道などのインフラ整
備や現代版シルクロード（一帯一路）建設などを
推進する方針も強調されました。今年は五カ年計
画の最後の年で、経済発展方式の転換加速、民
生重視、格差是正などの課題解決に一定の目途
をつける年にあたります。そのため、全人代で決
定された方針に沿った、積極的な具体策が大会
後に公表される期待が高まっています。 

■2014年の経済成長率は、＋7.4％と24年ぶりの低い伸びであったことを踏まえ、2015年の成長率目
標は、前年の「＋7.5％前後」から「＋7％前後」に3年ぶりに引き下げられました。成長率目標を引き
下げて、地方政府の債務膨張、不動産投機などの問題の深刻化を防ぎながら構造改革を進め、安
定成長との両立 “新常態” を目指す方針が表明されました。 
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